
【資料６】

タ　　イ　　ト　　ル ページ

都道府県別　総職員数の推移（平成17年～23年） 1

都内区市町村別　総職員数の推移（平成12年～23年） 2

指定都市別　総職員数の推移（平成17年を100とした場合） 3

区域別　人口1,000人当たり職員数の状況 4

指定都市別　人口1,000人当たり職員数の状況 5

都道府県別　部門別職員構成比 6

都内区市町村別　部門別職員構成比 7

指定都市別　部門別職員構成比 8

東京都　部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合） 9

都内区部　部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合） 10

都内市部　部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合） 11

都内町村部　部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合） 12

指定都市別　ラスパイレス指数の推移（平成18年～23年） 13

民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）①　－東京都、全都道府県－ 14

民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）②　－特別区、都内市町村、全市区町村、政令指定都市－ 15

指定管理者制度の導入施設数①（東京都、近隣の県・政令指定都市等） 16

指定管理者制度の導入施設数②（都内区市町村） 17

都道府県別の地方公共団体間の事務の共同処理の方式別内訳 18

一部事務組合一覧 19

多摩30市町村における法定外の広域連携 20

職員数等の状況について　目次



都道府県別　総職員数の推移（平成17年～23年）
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都内区市町村別　総職員数の推移（平成12年～23年）
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指定都市別　総職員数の推移（平成17年を100とした場合）
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区域別　人口1,000人当たり職員数の状況　（平成23年4月1日現在）
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指定都市別　人口1,000人当たり職員数の状況　（平成23年4月1日現在）
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都道府県別　部門別職員構成比　（平成23年4月1日現在）
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都内区市町村別　部門別職員構成比　（平成23年4月1日現在）

19.0

28.4

40.3

9.3

10.4

14.1

29.9

22.8

17.2

6.3

7.0

3.3

9.6

1.6

8.3

10.2

10.7

12.2

19.2

13.3

42.7

5.4

0.4

12.8 31.9
2.2

2.4

1.9

2.0

1.1

1.1

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都内町村部

都内市部

都内区部

東京都

※普通会計

民生 衛生 議会・総務 税務 労働・農水・商工 土木 教育 消防 警察

東京都

都内区部

都内市部

都内町村部

総務省「地方公共団体定員管理調査」より作成
7



指定都市別　部門別職員構成比　（平成23年4月1日現在）
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東京都　部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合）
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都内区部　部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合）
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※平成22年4月より東久留米市の消防事務を都が受託
※総務省「地方公共団体定員管理調査」より作成

都内市部　部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合）
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都内町村部　部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合）
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指定都市別　ラスパイレス指数の推移（平成18年～23年）
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　総務省HP「地方行革の取組状況」、東京都総務局HP「東京都区市町村の集中改革プランの取組状況について」より作成

　注１）平成２２年４月１日現在

　注２）委託実施団体比率＝委託実施団体数÷事業実施団体数×１００　　※委託実施団体には、一部委託を行っている団体を含む

民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）①　－東京都、全都道府県－
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　総務省HP「地方行革の取組状況」、東京都総務局HP「東京都区市町村の集中改革プランの取組状況について」より作成

　注１）平成２２年４月１日現在

　注２）委託実施団体比率＝委託実施団体数÷事業実施団体数×１００　　※委託実施団体には、一部委託を行っている団体を含む

民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）②　－特別区、都内市町村、全市区町村、政令指定都市－
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在宅配食サービス

情報処理・庁内情報システム
維持

ホームページ作成・運営

調査・集計

総務関係事務

政令指定都市
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在宅配食サービス

情報処理・庁内情報システム
維持

ホームページ作成・運営

調査・集計

総務関係事務
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　総務省「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果（平成21年10月）」より作成

　※  基盤施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・駐車場、大規模公園、水道施設、下水道終末処理場等

       文教施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・県・市民会館、文化会館、博物館、美術館、自然の家、海・山の家等

       社会福祉施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・病院、老人福祉センター等

       産業振興施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開放型研究施設等　

　　   レクリエーション・スポーツ施設・・・・・競技場、野球場、体育館、テニスコート、プール、スキー場、ゴルフ場、海水浴場、国民宿舎、宿泊休養施設等

指定管理者制度の導入施設数①（東京都、近隣の県・政令指定都市等）
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【参考】　指定管理者制度導入率

公の施設数 導入施設数 導入率

東京都 1,923 1,813 94.3%
埼玉県 414 66 15.9%
千葉県 242 60 24.8%
神奈川県 367 330 89.9%
愛知県 401 391 97.5%
大阪府 459 82 17.9%

（平成21年4月1日現在）
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　総務省「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果（平成21年10月）」より作成

　※  基盤施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・駐車場、大規模公園、水道施設、下水道終末処理場等

       文教施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・県・市民会館、文化会館、博物館、美術館、自然の家、海・山の家等

       社会福祉施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・病院、老人福祉センター等

       産業振興施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開放型研究施設等　

　　   レクリエーション・スポーツ施設・・・・・競技場、野球場、体育館、テニスコート、プール、スキー場、ゴルフ場、海水浴場、国民宿舎、宿泊休養施設等

指定管理者制度の導入施設数②（都内区市町村）

0

25

50

75

100

125

150

175

200

225

250

千
代
田
区

中
央
区

港
区

新
宿
区

文
京
区

台
東
区

墨
田
区

江
東
区

品
川
区

目
黒
区

大
田
区

世
田
谷
区

渋
谷
区

中
野
区

杉
並
区

豊
島
区

北
区

荒
川
区

板
橋
区

練
馬
区

足
立
区

葛
飾
区

江
戸
川
区

八
王
子
市

立
川
市

武
蔵
野
市

三
鷹
市

青
梅
市

府
中
市

昭
島
市

調
布
市

町
田
市

小
金
井
市

小
平
市

日
野
市

東
村
山
市

国
分
寺
市

国
立
市

福
生
市

狛
江
市

東
大
和
市

清
瀬
市

東
久
留
米
市

武
蔵
村
山
市

多
摩
市

稲
城
市

羽
村
市

あ
き
る
野
市

西
東
京
市

瑞
穂
町

日

の
出
町

檜
原
村

奥
多
摩
町

大
島
町

利
島
村

新
島
村

神
津
島
村

三
宅
村

御
蔵
島
村

八
丈
町

青
ケ
島
村

小
笠
原
村

レクリエーション・スポーツ施設 産業振興施設 社会福祉施設 文教施設 基盤施設
（平成21年4月1日現在）
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●総務省自治行政局市町村課「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調（平成22年7月1日現在）」により作成

都道府県別の地方公共団体間の事務の共同処理の方式別内訳
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１ 協議会 ２　機関等の共同設置

３　事務の委託 ４ 一部事務組合

５　広域連合
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平成２４年８月１日現在

●特別区
構成区市町村名

（　）内団体数

火葬場の設置管理

●市町村
構成区市町村名

（　）内団体数
し尿処理場の設置管理
（２組合）

ごみ焼却場の設置管理
（４組合）

火葬場の設置管理
（４組合）

収益事業
・自転車競争事業
・モーターボート競争事業
（４組合）

全市区町村（６２）75歳以上の後期高齢者医療の事務
（１組合）

東京都後期高齢者医療広域連合 西 川　太一郎
（荒川区長）

※広域連合長
H19.3.1

東京都十一市競輪事業組合

多摩市・稲城市・あきる野市（３）

S42.4.6

東京都四市競艇事業組合

東京都六市競艇事業組合

東京都三市収益事業組合

長　友　貴　樹
（調布市長）

髙　橋　勝　浩
（稲城市長）

星　野　信　夫
（国分寺市長）

邑　上　守　正
（武蔵野市長）

S41.4.7

S42.4.7

全市（あきる野市を除く）・瑞穂町（２６）

小平市・東村山市・西東京市・清瀬市・東久留米市（５）

S55.11.1

H2.6.1

八王子市・武蔵野市・青梅市・昭島市・調布市・町田市・小
金井市・小平市・日野市・東村山市・国分寺市（１１）

小平市・日野市・東村山市・国分寺市（４）

一般廃棄物最終処分場の設置及び管理
（１組合）

科学館の設置・管理及び運営
（１組合）

竹　内　俊　夫
（青梅市長）

坂　口　光　治
（西東京市長）

東京たま広域資源循環組合

多摩六都科学館組合

青梅市・福生市・羽村市・瑞穂町（４）

八王子市・町田市・多摩市（３）

瑞穂町・福生市・羽村市・武蔵村山市・埼玉県入間市（５）

あきる野市・日の出町・檜原村（３）

福生市・羽村市・瑞穂町（３）

稲城市・狛江市・府中市・国立市（４）

あきる野市・日の出町・檜原村・奥多摩町（４）

小平市・東大和市・武蔵村山市（３）

S48.2.22

八王子市・武蔵野市・昭島市・調布市・町田市・小金井市
（６）

小金井市・小平市・東村山市・東久留米市・清瀬市・東大
和市・武蔵村山市・西東京市（８）

青梅市・羽村市（２）

福生市・狛江市・東大和市・清瀬市・東久留米市・武蔵村
山市・多摩市・稲城市・羽村市・あきる野市・全町村（２３）・
阿伎留病院組合外１４組合（３８）

全市町村（３９）

S27.11.10

H5.4.1

S37.6.4

S36.6.1

S42.4.1

S35.1.19

S40.2.1

S48.7.2

S35.9.30

S39.9.1

武蔵野市・小金井市・小平市・東大和市・武蔵村山市（５）

あきる野市・日の出町・檜原村・奥多摩町（４）

三鷹市・調布市（２）

清瀬市・東久留米市・西東京市（３）

設立年月日共同処理事務 組合名

西秋川衛生組合

ふじみ衛生組合

柳泉園組合

不燃ごみ資源化施設の設置管理
（１組合）

し尿処理場・ごみ焼却場の設置管理
（２組合）

多摩川衛生組合

管理者名

多摩ニュータウン環境組合

西多摩衛生組合

藤　　野　　勝
（武蔵村山市長）

臼　井　　孝
（あきる野市長）

湖南衛生組合

臼　井　　孝
（あきる野市長）

阿　部　裕　行
（多摩市長）

並　木　　心
（羽村市長）

小　林　正　則
（小平市長）

小平・村山・大和衛生組合

秋川衛生組合

清　原　慶　子
（三鷹市長）

馬　場　一　彦
（東久留米市長）

髙　橋　勝　浩
（稲城市長）

病院の設置管理
（３組合）

昭和病院組合
小　林　正　則
（小平市長）

S3.7.3

阿伎留病院組合 臼　井　　孝
（あきる野市長）

T12.6.9

S43.2.29

福生病院組合 加　藤　育　男
　（福生市長）

H12.4.1

石野田富弘
（神津島村長）

S26.9.26
島嶼全町村（９）

工業用水道施設の設置管理
（１組合） 並　木　　心

（羽村市長）

青梅・羽村地区工業用水道企業団
S40.2.9

組織団体議会議員の公務災害補償等
（１組合）

東京都市町村議会議員公務災害
補償等組合 土　屋　國　武

（檜原村議長）

東京都市町村職員退職手当組合
並　木　心

（羽村市長）
S40.4.1

福生市・狛江市・東大和市・清瀬市・東久留米市・武蔵村
山市・多摩市・稲城市・羽村市・あきる野市・全町村・阿伎
留病院組合他１４組合（３８）

石塚幸右衛門
（瑞穂町長）

石　阪　丈　一
（町田市長）

学校給食
（１組合）

羽村・瑞穂地区学校給食組合

秋川流域斎場組合

立川・昭島・国立聖苑組合

　並　木　心
　（羽村市長）

橋　本　聖　二
（日の出町長）

消防団員等の公務災害補償等、住民の交
通災害共済、東京自治会館の設置・管理運
営、職員研修
（１組合）

東京市町村総合事務組合

竹　内　俊　夫
（青梅市長）

S63.4.1

S50.10.1
八王子市・町田市・日野市・多摩市・稲城市（５）

S46.4.22
羽村市・瑞穂町（２）

H7.5.1
あきる野市・日の出町・檜原村（３）

島嶼町村の振興、会館・最終処分場の設置
管理（１組合）

南多摩斎場組合

瑞穂斎場組合

東京都島嶼町村一部事務組合

【　一　部　事　務　組　合　一　覧　】

共同処理事務 組合名 管理者名 設立年月日

全特別区（２３）

人事委員会、互助組合、研修所、人事企
画、更生施設等

特別区人事・厚生事務組合
西 川　太一郎
（荒川区長）

S26.8.10

全特別区（２３）

特別区の競馬の実施 特別区競馬組合
濱　野　　健
（品川区長）

S25.10.6

臨海部広域斎場組合
松　原　忠　義
（大田区長）

H11.10.20

港区・品川区・目黒区・大田区・世田谷区（５）

全特別区（２３）

【　広　域　連　合　一　覧　】

可燃、不燃、粗大ごみの中間処理施設、し
尿の下水道投入施設の整備及び管理運営

東京二十三区清掃一部事務組合
西 川　太一郎
（荒川区長）

H12.4.1

清　水　庄　平
（立川市長）

S60.4.1
立川市・昭島市・国立市（３）

市町村職員の退職手当の支給
（１組合）

稲城市・府中市（２）墓地並びにメモリアルホールの設置及び運
営（１組合）

稲城・府中墓苑組合 髙　橋　勝　浩
（稲城市長）

H24.5.1
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（１）分野による分類
分　野 件　数

　①行政全般 4

　②流域 22

　③交通 15

　④し尿処理 0

　⑤環境 9

　⑥施設等相互利用 3

　⑦システム開発 3

　⑧防災 8

　⑨まちづくり 15

　⑩観光 3

　⑪基地対策 3

　⑫地域振興 5

　⑬文化行政 3

　⑭保健福祉 12

　⑮行政事務 10

　⑯大学等 2

　⑰収益事業 0

　⑱その他 1

合　　計 118
※分野については、市長会事務局において区分した。

（２）性格による分類
種　別 件　数

　ア　要望型 18

　イ　連絡調整型 70

　ウ　共同運営型 30

（３）加盟団体数による分類（多摩26市の加盟状況）
加盟団体数 件　数

1市～4市 47

5市～10市 40

11市～25市 19

26市（全て） 12

●東京都市長会「広域連携の勧め～多摩の魅力を高める18の連携～」（平成18年11月）より作成

多摩川流域協議会

広域連携推進協議会

性　格

多摩30市町村における法定外の広域連携

図書館間相互賃借

緑の情報連絡会

（※法定の一部事務組合のみで実施。）

三鷹・立川間立体化複々線促進協議会

多摩ＦＣ交流会

多摩ニュータウンまちづくり協議会

震災時の相互応援に関する協定

東京電子自治体共同運営協議会

事業促進や予算獲得に向けた要望、陳情など

情報交換、調整、協議、対策など

横田基地に関する東京都と周辺市町連絡協議会

事務や事業の共同処理

具体例

経営シミュレーションセミナー

（※法定の一部事務組合のみで実施。）

（社）学術・文化・産業ネットワーク多摩

東京土地区画整理事業推進連盟

多摩地域福祉有償運送運営協議会

東京都公民館連絡協議会

多摩東部広域産業政策連絡会議
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	05_60指定都市別人口1,000人当たり職員数の状況（平成23年4月1日現在）
	人口 (政令市)

	06_83都道府県別部門別職員構成比（平成23年4月1日現在）
	構成比 (県)

	07_84都内区市町村別部門別職員構成比（平成23年4月1日現在）
	構成比

	08_85指定都市別部門別職員構成比（平成23年4月1日現在）
	構成比 (政令市)

	09_95東京都部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合）
	100（都）

	10_96都内区部部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合）
	100（特別区）

	11_97都内市部部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合）
	グラフパターン２

	12_98都内町村部部門別職員数の推移（平成17年を100とした場合）
	100（町村）

	13_112指定都市別ラスパイレス指数の推移（平成18年～23年）
	平均経年 (政令市)

	14_116民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）①-東京都、全都道府県-
	グラフ②

	15_117民間委託の実施状況（事務事業の委託実施団体比率）②-特別区、都内市町村、全市区町村、政令指定都市-
	グラフ①

	16_114【未更新】指定管理者制度の導入施設数①（東京都、近隣の県・政令指定都市等）【修正版・22.9.30】
	グラフ②

	17_115【未更新】指定管理者制度の導入施設数②（都内区市町村）【修正版・22.9.30】
	グラフ①

	18_ 都道府県別の地方公共団体間の事務の共同処理の方式別内訳（Ｈ22.7）
	○都道府県別の方式別内訳グラフ

	19_123一部事務組合一覧
	○区市町村一組一覧表（管理者あり）

	20_04-14 多摩30市町村における法定外の広域連携
	○任意の広域連携





